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久留米市指定元気向上通所サービスにおける第１号事業支給費の額等を定める要綱 

 

（趣旨） 

第１条 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。）第１４０条の６３の２第１項第

３号に基づき久留米市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則に定める指定元気向上通所サ

ービスの第１号事業支給費の額のほか、必要な事項を次のように定める。 

 （定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。）、久留米

市指定元気向上通所サービスの人員、設備及び運営並びに指定元気向上通所サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する要綱（平成２９年３月３１日介保第３３

０５号。）で使用する用語の例による。 

 （指定元気向上通所サービスに要する第１号事業支給費の額） 

第３条 指定元気向上通所サービスに要する第１号事業支給費の額は、別表第１から別表第２ま

でに定める単位数に１単位の単価を乗じて算定した額の１００分の９０に相当する額とする。

ただし、別表２(12)に規定する軽度化加算については、１００分の１００に相当する額とする。 

２ 利用者が第一号被保険者であって市長が定めるところにより算定した所得の額が市長が定め

る額以上である場合（第４項に規定する場合を除く。）において、前項の規定を適用する場合

においては、同項の規定中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の８０」とする。 

３ 前項の市長が定めるところにより算定した所得の額及び市長が定める額については、介護保

険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下この条において「政令」という。）第２９条の

２第１項の規定の例による。 

４ 利用者が第一号被保険者であって市長が定めるところにより算定した所得の額が前項の市長

が定める額を超える市長が定める額以上である場合において、第１項の規定を適用する場合に

おいては、同項の規定中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の７０」とする。 

５ 前項の市長が定めるところにより算定した所得の額及び市長が定める額については、政令第

２９条の２第２項の規定の例による。 

 （１単位の単価） 

第４条 前条の１単位の単価は、１０円とする。 

 （端数処理） 

第５条 前２条の規定により第１号事業支給費の額を算定した場合において、その額に１円未満

の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

 （実施上の留意事項） 

第６条 指定元気向上通所サービスに要する第１号事業支給費の額の算定に関する基準の制定に

伴う実施上の留意事項については、市長が別に定める。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

附 則 
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この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

指定元気向上通所サービスにおける基本報酬単位数表 

 区分 単位数 算定要件 

(1) 

元気向上通所

サービス費

（２時間以上

３時間未満の

場合） 

１回につき 

ア 事業対象者 １６８

単位 

イ 要支援１  １６８

単位 

ウ 要支援２  ３３５

単位 

介護予防サービス計画等において指定

元気向上通所サービスが必要とされた

利用者に対して、指定元気向上通所サ

ービス事業所において、指定元気向上

通所サービスを行った場合に、利用者

の状態区分及び所要時間に応じて、そ

れぞれ所定単位数を算定する。この場

合において、１か月に(1)ア、(1)イ、(2)

ア及び(2)イは合わせて８回、(1)ウ及び

(2)ウは久留米市指定介護予防通所サー

ビスにおける第１号事業支給費の額等

を定める要綱（平成２９年３月３１日

介保第３３２８号。）別表第１に規定

する介護予防通所サービス費（3）と合

わせて８回を限度として算定する。 

ただし、事業所の定員を超過する利用

者を受け入れて実施する場合（以下「定

員超過利用」という。）、又は看護職

員又は介護職員の配置数が第５条に定

める基準上満たすべき員数を下回って

いる場合（以下「人員基準欠如」とい

う。）は、所定単位数の１００分の７

０に相当する単位数とする。また、指

定元気向上通所サービス事業所と同一

建物に居住する者又は指定元気向上通

所サービス事業所と同一建物から当該

指定元気向上通所サービスに通う者に

対し、指定元気向上通所サービスを行

った場合は、所定単位数の１００分の

９０に相当する単位数とする。ただし、

傷病により一時的に送迎が必要である

と認められる利用者その他やむを得な

い事情により送迎が必要であると認め

られる利用者に対して送迎を行った場

合は、この限りでない。 

(2) 

元気向上通所

サービス費

（３時間以上

５時間未満の

場合） 

１回につき 

ア 事業対象者 １８３

単位 

イ 要支援１  １８３

単位 

ウ 要支援２  ３７６

単位 

 

 

 

 

(3) 

 

 

 

共生型元気向

上通所サービ

指定生活介護事業所 

が行う場合 

１回につき１５６単位 

共生型元気向上通所サービス（久留米市

指定元気向上通所サービスの人員、設備

及び運営並びに指定元気向上通所サー

ビスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法等の基準に関する要綱第４
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スを行う場合 

（２時間以上

３時間未満の

場合） 

（事業対象

者） 

指定自立訓練事業所 

が行う場合 

１回につき１６０単位 

２条の２に規定する共生型元気向上通

所サービスをいう。以下同じ。）の事業

を行う指定生活介護事業者（久留米市指

定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営の基準に関する条例（平成２

４年久留米市条例第３２号。以下「指定

障害福祉サービス等基準」という。）第

８１条第１項に規定する指定居宅介護

事業者をいう。）が当該事業を行う事業

所において共生型元気向上通所サービ

スを行った場合は、所定単位数の１００

分の９３に相当する単位数を算定し、共

生型元気向上通所サービスの事業を行

う指定自立訓練（機能訓練）事業者（指

定障害福祉サービス等基準第１４４条

第１項に規定する指定自立訓練（機能訓

練）事業者をいう。）又は指定自立訓練

（生活訓練）事業者（指定障害福祉サー

ビス等基準第１５４条第１項に規定す

る指定自立訓練（生活訓練）事業者をい

う。）が当該事業を行う事業所において

共生型元気向上通所サービスを行った

場合は、所定単位数の１００分の９５に

相当する単位数を算定し、共生型元気向

上通所サービスの事業を行う指定児童

発達支援事業者（久留米市指定障害児通

所支援の事業等の人員、設備及び運営の

基準に関する条例（令和元年久留米市条

例第３号。以下この条において「指定通

所支援基準」という。）第６条第１項に

規定する指定児童発達支援事業者をい

い、主として重症心身障害児（児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第７条

第２項に規定する重症心身障害児をい

う。以下この注において同じ。）を通わ

せる事業所において指定児童発達支援

（指定通所支援基準第１０条に規定す

る指定児童発達支援をいう。）を提供す

る事業者を除く。）が当該事業を行う事

業所において共生型元気向上通所サー

ビスを行った場合は、所定単位数の１０

０分の９０に相当する単位数を算定し、

共生型元気向上通所サービスの事業を

行う指定放課後等デイサービス事業者

（指定通所支援基準第８０条第１項に

指定児童発達支援事業所 

が行う場合 

１回につき１５１単位 

指定放課後等デイサービ

ス事業所が行う場合 

１回につき１５１単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 
共生型元気向

上通所サービ

スを行う場合 

（２時間以上

３時間未満の

場合） 

（要支援１） 

指定生活介護事業所 

が行う場合 

１回につき１５６単位 

指定自立訓練事業所 

が行う場合 

１回につき１６０単位 

指定児童発達支援事業所 

が行う場合 

１回につき１５１単位 

指定放課後等デイサービ

ス事業所が行う場合 

１回につき１５１単位 

 

 

 

(5) 

 

 

共生型元気向

上通所サービ

スを行う場合 

指定生活介護事業所 

が行う場合 

１回につき３１２単位 
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（２時間以上

３時間未満の

場合） 

（要支援２） 

指定自立訓練事業所 

が行う場合 

１回につき３１８単位 

規定する指定放課後等デイサービス事

業者をいい、主として重症心身障害児を

通わせる事業所において指定放課後等

デイサービス（指定通所支援基準第７９

条に規定する指定放課後等デイサービ

スをいう。）を提供する事業者を除く。）

が当該事業を行う事業所において共生

型元気向上通所サービスを行った場合

は、所定単位数の１００分の９０に相当

する単位数を算定する。また、共生型元

気向上通所サービス事業所と同一建物

に居住する者又は共生型元気向上通所

サービス事業所と同一建物から当該共

生型元気向上通所サービスに通う者に

対し、共生型元気向上通所サービスを行

った場合は、所定単位数の１００分の９

０に相当する単位数とする。ただし、傷

病により一時的に送迎が必要であると

認められる利用者その他やむを得ない

事情により送迎が必要であると認めら

れる利用者に対して送迎を行った場合

は、この限りでない。 

指定児童発達支援事業所 

が行う場合 

１回につき３０２単位 

指定放課後等デイサービ

ス事業所が行う場合 

１回につき３０２単位 

(6) 

共生型元気向

上通所サービ

スを行う場合 

（３時間以上

５時間未満の

場合） 

（事業対象

者） 

指定生活介護事業所 

が行う場合 

１回につき１７０単位 

指定自立訓練事業所 

が行う場合 

１回につき１７４単位 

指定児童発達支援事業所 

が行う場合 

１回につき１６５単位 

指定放課後等デイサービ

ス事業所が行う場合 

１回につき１６５単位 

(7) 

共生型元気向

上通所サービ

スを行う場合 

（３時間以上

５時間未満の

場合） 

（要支援１） 

指定生活介護事業所 

が行う場合 

１回につき１７０単位 

指定自立訓練事業所 

が行う場合 

１回につき１７４単位 

指定児童発達支援事業所 

が行う場合 

１回につき１６５単位 
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指定放課後等デイサービ

ス事業所が行う場合 

１回につき１６５単位 

(8) 

共生型元気向

上通所サービ

スを行う場合 

（３時間以上

５時間未満の

場合） 

（要支援２） 

指定生活介護事業所 

が行う場合 

１回につき３５０単位 

指定自立訓練事業所 

が行う場合 

１回につき３５７単位 

指定児童発達支援事業所 

が行う場合 

１回につき３３８単位 

指定放課後等デイサービ

ス事業所が行う場合 

１回につき３３８単位 

（備考） 

１ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防特定施設入

居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護又

は短期集中通所サービスを受けている間は、元気向上通所サービス費は算定しない。 

２ 利用者の状態区分が、事業対象者又は要支援１である場合、当該利用者が介護予防通所

サービスを受けている間は、元気向上通所サービス費は算定しない。 

 

別表第２（第３条関係） 

指定元気向上通所サービスにおける加算報酬単位数表 

 区分 単位数 算定要件 

(1) 

生活機能向上

グループ活動

加算 

１か月につき 

１００単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものと

して市長に届け出て、利用者の生活機能の向上を目

的として共通の課題を有する複数の利用者からな

るグループに対して実施される日常生活上の支援

のための活動（以下「生活機能向上グループ活動サ

ービス」という。）を行った場合。ただし、この場

合において、同月中に利用者に対し、運動器機能向

上加算、栄養改善加算、口腔機能向上加算又は選択

的サービス複数実施加算のいずれかを算定してい

る場合は、算定しない。 

イ 介護職員、機能訓練指導員その他指定元気向上

通所サービス事業所の元気向上通所サービス従

業者が共同して、利用者ごとに生活機能の向上の

目標を設定した通所型サービス計画を作成して

いること。 

ロ 通所型サービス計画の作成及び実施において
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利用者の生活機能の向上に資するよう複数の種

類の生活機能向上グループ活動サービスの項目

を準備し、その項目の選択に当たっては、利用者

の生活意欲が増進されるよう利用者を援助し、利

用者の心身の状況に応じた生活機能向上グルー

プ活動サービスが適切に提供されていること。 

ハ 利用者に対し、生活機能向上グループ活動サー

ビスを１週につき１回以上行っていること。 

 (2) 
運動器機能向

上加算 

１か月につき 

２２５単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものと

して市長に届け出て、利用者の運動器の機能向上を

目的として個別的に実施される機能訓練であって、

利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認

められるもの（以下「運動器機能向上サービス」と

いう。）を行った場合。 

イ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道

整復師又はあん摩マッサージ指圧師、はり師又は

きゅう師（はり師及びきゅう師については、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔

道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を

有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月

以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有す

る者に限る。）（以下「理学療法士等」という。）

を１名以上配置していること。 

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、

理学療法士等、介護職員、生活相談員その他の職

種の者が共同して、運動器機能向上計画を作成し

ていること。 

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い理学

療法士等、介護職員その他の職種の者が運動器機

能向上サービスを行っているとともに、利用者の

運動器の機能を定期的に記録していること。 

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況

を定期的に評価していること。 

ホ 定員超過利用及び人員基準欠如に該当してい

ないこと。 

(3) 
栄養アセスメ

ント加算 

１か月につき 

５０単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものと

して市長に届け出た通所型サービス事業所におい

て、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共

同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態

のリスク及び解決すべき課題を把握することをい

う。以下この注において同じ。）を行った場合。た

だし、当該利用者が栄養改善加算又は選択的サービ

ス複数実施加算の算定に係る栄養改善サービスを

受ける間及び当該栄養改善サービスが終了した日
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の属する月は、算定しない。 

イ 当該事業所の従業者として又は外部との連携

により管理栄養士を１名以上配置していること。 

ロ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職

員、生活相談員その他の職種の者（(4)において「管

理栄養士等」という。）が共同して栄養アセスメ

ントを実施し、当該利用者又はその家族に対して

その結果を説明し、相談等に必要に応じ対応する

こと。 

ハ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省

に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報

その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために

必要な情報を活用していること。 

ニ 定員超過利用及び人員基準欠如に該当してい

ないこと。 

(4) 栄養改善加算 
１か月につき 

２００単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものと

して市長に届け出て、低栄養状態にある利用者又は

そのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低

栄養状態の改善等を目的として、個別的に実施され

る栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者の心

身の状態の維持又は向上に資すると認められるも

の（以下「栄養改善サービス」という。）を行った

場合。 

イ 当該事業所の従業者として又は外部との連携

により管理栄養士を１名以上配置していること。 

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理

栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機

能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成

していること。 

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じ

て当該利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄

養改善サービスを行っているとともに、利用者の

栄養状態を定期的に記録していること。 

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期

的に評価していること。 

ホ 定員超過利用及び人員基準欠如に該当してい

ないこと。 
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(5) 

ア 口腔機能

向上加算（Ⅰ） 

１か月につき 

１５０単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものと

して市長に届け出て、口腔機能が低下している利用

者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用

者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施さ

れる口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機

能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用

者の心身の状態の維持又は向上に資すると認めら

れるもの（以下「口腔機能向上サービス」という。）

を行った場合。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。 

ア 口腔機能向上加算（Ⅰ） 

(ｱ) 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名

以上配置していること。 

(ｲ) 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言

語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、

生活相談員その他の職種の者が共同して、利用

者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して

いること。 

(ｳ) 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従

い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔

機能向上サービスを行っているとともに、利用

者の口腔機能を定期的に記録していること。 

(ｴ) 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進

捗状況を定期的に評価していること。 

(ｵ) 定員超過利用及び人員基準欠如に該当してい

ないこと。 

イ 口腔機能向上加算（Ⅱ） 

(ｱ) ア(ｱ)から(ｵ)までに掲げる基準のいずれにも

適合すること。 

(ｲ) 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の

情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サー

ビスの実施に当たって、当該情報その他口腔衛

生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な

情報を活用していること。 

イ 口腔機能

向上加算（Ⅱ） 

１か月につき 

１６０単位 
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(6) 

ア 選択的サ

ービス複数

実施加算

（Ⅰ） 

１か月につき 

４８０単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものと

して市長に届け出た指定介護予防通所サービス事

業所が、利用者に対し、運動器機能向上サービス、

栄養改善サービス又は口腔機能向上サービス（以下

「選択的サービス」という。）のうち複数のサービ

スを実施した場合。ただし、運動器機能向上加算、

栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定してい

る場合は算定しない。また、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。 

ア 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） 

(ｱ) 選択的サービスのうち、２種類のサービスを

実施していること。 

(ｲ) 利用者が指定介護予防通所サービスの提供を

受けた日において、当該利用者に対し、選択的

サービスを行っていること。 

(ｳ) 利用者に対し、選択的サービスのうちいずれ

かのサービスを１か月につき２回以上行ってい

ること。 

イ 選択的サービス複数実施加算（Ⅱ） 

(ｱ) 利用者に対し、選択的サービスのうち３種類

のサービスを実施していること。 

(ｲ) ア(ｲ)及び(ｳ)の基準に適合すること。 

イ 選択的サ

ービス複数

実施加算

（Ⅱ） 

１か月につき 

７００単位 

(7) 

若年性認知症

利用者受入加

算 

１か月につき 

２４０単位 

受け入れた若年性認知症利用者（４０歳以上６５歳

未満）ごとに個別の担当者を定めているものとして

市長に届け出た指定介護予防通所サービス事業所

において、若年性認知症利用者に対して指定介護予

防通所サービスを行った場合に算定する。 

(8) 
事業所評価加

算 

１か月につき 

１２０単位 

別に市長が定める基準に適合しているものとして

市長に届け出た指定元気向上通所サービス事業所

において、評価対象期間（別に市長が定める期間を

いう。）の満了日の属する年度の次の年度内に限り

１か月につき所定単位数を加算する。 

(9) 

 

生活機能向上

連携加算（Ⅰ） 

 

 

１か月につき 

１００単位 

（３月に１回を限

度とする） 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものと

して市長に届け出た指定介護予防通所サービス事

業所において、外部との連携により、利用者の身体

の状況等の評価を行い、かつ、運動器機能向上計画

を作成した場合には、アについては、利用者の急性

増悪等により当該運動器機能向上計画を見直した

場合を除き３月に１回を限度として、１か月につ

き、イについては１か月につき、次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。また、運動器機能

生活機能向上

連携加算（Ⅱ） 

１か月につき 

２００単位 

（運動機能向上加

算を算定している

場合は１００単位） 
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向上加算を算定している場合、アは算定せず、イは

１か月につき１００単位とする。 

 

ア 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 

(ｱ)  指定訪問リハビリテーション事業所、指定通

所リハビリテーション事業所又はリハビリテー

ションを実施している医療提供施設(病院にあ

っては、許可病床数が２００床未満のもの又は

当該病院を中心とした半径４キロメートル以内

に診療所が存在しないものに限る。以下同じ。)

の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医

師（以下「理学療法士等」という。）の助言に

基づき、当該指定介護予防通所サービス事業所

の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活

相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導

員等」という。）が共同して、利用者の身体状

況等の評価及び運動器機能向上計画の作成を行

っていること。 

(ｲ) 運動器機能向上計画に基づき、利用者の身体

機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練

の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者

の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供し

ていること。 

(ｳ) (ｱ)の評価に基づき、運動器機能向上計画の進

捗状況等を３か月ごとに１回以上評価し、利用

者又はその家族に対し、機能訓練の内容と運動

器機能向上計画の進捗状況等を説明し、必要に

応じて訓練内容の見直し等を行っていること。 

 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 

(ｱ) 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通

所リハビリテーション事業所又はリハビリテー

ションを実施している医療提供施設の理学療法

士等が、指定介護予防通所サービス事業所を訪

問し、当該事業所の機能訓練指導員等が共同し

て、利用者の身体状況等の評価及び運動器機能

向上計画の作成を行っていること。 

(ｲ) 運動器機能向上計画に基づき、利用者の身体

機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練

の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者

の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供し

ていること。 

(ｳ) (ｱ)の評価に基づき、運動器機能向上計画の進

捗状況等を３か月ごとに１回以上評価し、利用

者又はその家族に対し、機能訓練の内容と運動

器機能向上計画の進捗状況等を説明し、必要に
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応じて訓練内容の見直し等を行っていること。 

(10) 

口腔・栄養スク

リーニング加

算（Ⅰ） 

１回につき 

２０単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合している指定介

護予防通所サービス事業所の従業者が、利用開始時

及び利用中６か月ごとに利用者の口腔の健康状態

のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニング

を行った場合。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定せず、当該利用者について、当該事業

所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定

している場合にあっては算定しない。 

ア 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 

(ｱ) 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口

腔の健康状態について確認を行い、当該利用者

の口腔の状態に関する情報（当該利用者の口腔

の健康状態が低下しているおそれのある場合に

あっては、その改善に必要な情報を含む。）を

当該利用者を担当する介護支援専門員に提供し

ていること。 

(ｲ) 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄

養状態について確認を行い、当該利用者の栄養

状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の

場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情

報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援

専門員に提供していること。 

(ｳ) 定員超過利用及び人員基準欠如に該当してい

ないこと。 

(ｴ)  算定日が属する月が、次に掲げる基準のいず

れにも該当しないこと。 

(1) 栄養アセスメント加算を算定している又は

当該利用者が栄養改善加算若しくは選択的サ

ービス複数実施加算の算定に係る栄養改善サ

ービスを受けている間である若しくは当該栄

養改善サービスが終了した日の属する月であ

ること。 

(2)  当該利用者が口腔機能向上加算若しくは

選択的サービス複数実施加算の算定に係る口

腔機能向上サービスを受けている間又は当該

口腔機能向上サービスが終了した日の属する

月であること。 

 

イ 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 

(ｱ)又は(ｲ)のいずれかに適合すること。 

(ｱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) ア(ｱ)及び(ｳ)に掲げる基準に適合すること。 

(2) 算定日が属する月が、栄養アセスメント加

口腔・栄養スク

リーニング加

算（Ⅱ） 

１回につき 

５単位 
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算を算定している又は当該利用者が栄養改善

加算若しくは選択的サービス複数実施加算の

算定に係る栄養改善サービスを受けている間

である若しくは当該栄養改善サービスが終了

した日の属する月であること。 

(3) 算定日が属する月が、当該利用者が、口腔

機能向上加算若しくは選択的サービス複数実

施加算の算定に係る口腔機能向上サービスを

受けている間及び当該口腔機能向上サービス

が終了した日の属する月ではないこと。 

(ｲ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) ア(ｲ)及び(ｳ)に掲げる基準に適合すること。 

(2) 算定日が属する月が、栄養アセスメント加

算を算定していない、かつ、当該利用者が栄

養改善加算若しくは選択的サービス複数実施

加算の算定に係る栄養改善サービスを受けて

いる間又は当該栄養改善サービスが終了した

日の属する月ではないこと。 

(3) 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機

能向上加算若しくは選択的サービス複数実施

加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受

けている間及び当該口腔機能向上サービスが

終了した日の属する月であること。 

(11) 
科学的介護推

進体制加算 

１か月につき 

４０単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものと

して市長に届け出た指定介護予防通所サービス事

業所が、利用者に対し指定介護予防通所サービスを

行った場合。 

イ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき

測定した値をいう。）、栄養状態、口腔機能、

認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症

をいう。）の状況その他の利用者の心身の状況

等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出し

ていること。 

ロ 必要に応じて通所型サービス計画を見直すな

ど、指定介護予防通所サービスの提供に当たっ

て、イに規定する情報その他指定介護予防通所

サービスを適切かつ有効に提供するために必要

な情報を活用していること。 

(12) 口腔ケア加算 

１回につき 

ア 事業対象者 

１５単位 

イ 要支援１ 

１５単位 

ウ 要支援２ 

２０単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものと

して市長に届け出た指定元気向上通所サービス事

業所が、利用者に対し、口腔ケアを実施した場合。

ただし、この場合において、口腔機能向上加算を算

定している場合は、算定しない。 

ア 指定元気向上通所サービス事業所としての口

腔ケアプログラムを作成していること。 
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イ 歯科医師、言語聴覚士又は歯科衛生士による研

修を年２回以上受講した、介護職員又は機能訓練

指導員その他の職種の者が、利用者に対し、アの

口腔ケアプログラムに沿った口腔ケアを通所型

サービス計画に位置づけた上で行っていること。 

(13) 

 

 

 

 

ア 軽度化加

算（Ⅰ） 

 

 

 

 

５０単位 

当該事業所による元気向上通所サービスを利用し

ている事業対象者又は要支援１の利用者が、認定更

新の結果、非該当となった場合や心身状態の改善に

より、当該元気向上通所サービス事業所の利用を終

了した場合に、５０単位に当該元気向上通所サービ

ス事業所を利用した月数（最大１０か月分を限度と

する。）を乗じた単位数を算定する。 

なお、当該元気向上通所サービス事業所において、

当該加算を算定したことがある利用者においては

再算定できない。ただし、前回算定から２年以上経

過している場合はその限りでない。 

イ 軽度化加

算（Ⅱ）イ 
１００単位 

当該事業所による元気向上通所サービスを利用し

ている要支援２の利用者が、認定更新の結果、要支

援１となった場合に、１００単位に当該元気向上通

所サービス事業所を利用した月数（最大５か月分を

限度とする。）を乗じた単位数を算定する。ただし、

軽度化加算（Ⅱ）ロを算定している場合は、算定し

ない。 

なお、当該元気向上通所サービス事業所において、

当該加算を算定したことがある利用者においては

再算定できない。ただし、前回算定から２年以上経

過している場合はその限りでない。 

ウ 軽度化加

算（Ⅱ）ロ 
１００単位 

当該事業所による元気向上通所サービスを利用し

ている要支援２の利用者が、認定更新の結果、非該

当となった場合や心身状態の改善により当該元気

向上通所サービス事業所の利用を終了した場合に、

１００単位に当該元気向上通所サービス事業所を

利用した月数（最大１０か月分を限度とする。）を

乗じた単位数を算定する。ただし、軽度化加算（Ⅱ）

イを算定している場合は、算定しない。 

なお、当該元気向上通所サービス事業所において、

当該加算を算定したことがある利用者においては

再算定できない。ただし、前回算定から２年以上経

過している場合はその限りでない。 

 


